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我が国のブロードバンド契約者の総トラヒック 

(Gbps) 

○ 我が国のブロードバンドサービス契約者(*1)の総ダウンロードトラヒックは推定で約6.9T（テラ(*2)）bps      
（前年同月比50.1%増） 

○ また、総アップロードトラヒックは推定で約1.3Tbps（前年同月比21.9%増） 

協力ISP5社のブロードバンド契約者
のアップロードトラヒック〔A1,In〕(*3) 

(*1) FTTH、DSL、CATV、FWA 

(*2) 1T＝1000G 

(*3) 2011年5月以前は、一部の協力ISPとブロードバンドサービス契約者との間のトラヒックに携帯電話網との間の移動通信トラヒックの一部が含まれていたが、
当該トラヒックを区別することが可能となったため、2011年11月より当該トラヒックを除く形でトラヒックの集計・試算を行うこととした。 

我が国のブロードバンド
契約者の総ダウンロード 

トラヒック(*3) 

6,876Gbps （推定値） 

協力ISP5社のブロードバンド 
契約者のダウンロードトラヒック
〔A1,Out〕(*3) 

我が国のブロードバンド 
契約者の総アップロード 

トラヒック(*3) 

1,324Gbps （推定値） 

50.1%増加 

21.9%増加 

出典：総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（2016年５月分）」 
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(Gbps) 
月間平均トラヒック 

○月間平均トラヒックは、直近１年で380.9Gbps（約１．３倍）増加している。 

 （各社のLTE加入者数の増加や、動画等の大容量コンテンツの利用増加等が主要因と推測される。） 
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(bps) 
１加入者あたり 

平均トラヒック 
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(Gbps) 
最繁時トラヒック 

 

１年で 

約１．３倍 
増加 

１年で 

約１．３倍 
増加 

１年で 

約１．２倍 
増加 

移動通信トラヒックの推移（過去３年間） 2 



固定電話網のＰＳＴＮからＩＰ網への移行 3 

 2015年11月、NTTは、今後、固定電話網をPSTN（Public Switched Telephone Networks）からIP網へと
移行させる構想を発表。 

 こうした背景を踏まえ、情報通信審議会「電話網移行円滑化委員会」においては、固定電話網のＰＳＴＮか
らＩＰ網への円滑な移行の在り方について検討が行われているところ。 

移行後（2025年頃） 現在 
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［主な提供サービス］ 
 ●加入電話 
 ●ＩＳＤＮ電話 

［主な提供サービス］ 
 ●光ＩＰ電話 
 ●光ブロードバンド 

収容ルータ 

ＳＩＰサーバ 

中継ルータ 

信号交換機 

加入者交換機 

NTT東西 
約99.8% 

NTT東西 
約90% 

NTT東西 
約78% 

NTT東西 
約69% 

NTT東西 
約56% 

[契約数・回線数のシェア](2016年3月) [契約数・回線数のシェア](2016年3月) 

光IP電話（契約数） メタル電話（契約数） 
（加入電話・ISDN電話含む） 

メタル回線（回線数） 

FTTH（契約数） 

光ファイバ回線 
（回線数） 
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［主な提供サービス］ 
 ●メタルＩＰ電話 
 ●ＩＳＤＮ電話 

収容ルータ 

ＳＩＰサーバ 

（旧加入者交換機） 

中継ルータ メタルＩＰ電話 変換 
装置 

メタル収容装置 

光ＩＰ 
電話 

 「アクセス網」については、「メタル回線」を維持し、加入者交換機を 

 「メタル収容装置」として利用  

［主な提供サービス］ 

 ●光ＩＰ電話 
 ●光ブロードバンド 



ＩＰ網への移行後における「電話を繋ぐ機能」の実現 4 

 現在、PSTNは、電話サービスを提供する事業者間の「電話を繋ぐ機能」を提供。各事業者は、自らのサービ
ス提供エリアでPSTNに接続することにより、相互にネットワークを接続し合うメッシュ状のネットワークを構
築することなく、事業者を跨ぐ呼を疎通させることが可能となっている。 

 IP網への移行後においては、PSTNを介さない新たな形で事業者間の「電話を繋ぐ機能」を実現することが
必要。事業者間協議を通じて、固定電話に係る全ての事業者が接続する「繋ぐ機能POI」を東京及び大阪
に設置することで当該機能を実現するとの方針が示されている。 

B社 

Ａ社 

C社 

D社 B社 

Ａ社 

C社 

PSTN 

（不要） 

携帯電話 

全国系事業者
のアナログ電話 

地域系事業者
のアナログ電
話 

（不要） 

ＩＰ電話 

電話を 
繋ぐ機能 

現在 IP網への移行後 

D社 

各都道府県
にPOIを設置 

東京及び大阪
にPOIを設置 



ＩｏＴの機器及び通信量の増大 5 

出典：情報通信審議会 情報通信技術分科会「技術戦略委員会」第２次中間報告書 参考資料 

世界のIoT機器ネットワーク接続数※1 全世界のM2Mトラフィック量の予測※2 

※1 Cisco Internet Business Solutions Group (IBSG) white paper（2011年4月）を元に作成 
※2 Cisco Visual Networking Index（2015年2月）を元に作成 

100万 

2020年には500億台の 
機器がネットワークに接続 

150万 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 

35657 80287 175821 360121 685249 1223708 

年間2倍程度の通信量
の増大 
⇒2020年代には現在 
 の1000倍以上に 

M2Mﾄﾗﾌｨｯｸ量 
[TB per Month] 

 本格的なIoT社会の到来により、膨大な機器がネットワークにつながることとなり、2003年に5億台だった
ネットワークに接続される機器数は、2020年には500億台まで増大するものと予測されている。 

 また、膨大な機器がネットワークに接続されることにより、通信量については年間2倍程度の割合で増大を
続け、2020年代には現在の1000倍以上の通信量となることが見込まれている。 



ＩＣＴサービスの高度化・多様化の例 6 

配信サーバ 

放送局 

放送鉄塔 

４K映像配信 

ブロードバンド網（インターネット網） 

放送波（２K） 
（４K映像の所在情報（URL）の通知含む） 

 

放送映像 

Web（通信） 

４Kへシームレス
に切替え 

ブロードバンドを通じた４Ｋの同時配信 ※ 情報通信審議会 情報通信政策部会「放送コンテンツの制作・流通の促進等に関する検討
委員会」において検討。 

第５世代移動通信システム ※ 情報通信審議会 情報通信技術分科会 「新世代モバイル通信システム委員会」において検討。 

＜５Ｇの主要性能＞ 超高速 

               多数同時接続 

                          超低遅延 

最高伝送速度 10Gbps （現行LTEの100倍） 

100万台/km²の接続機器数 （現行LTEの100倍） 

1ミリ秒程度の遅延 （現行LTEの1/10） 

＜スケジュール＞ 



無線アクセス技術の進展 7 

 近年は、無線アクセス技術の進展が著しいため、2020年以降には無線アクセス回線を低コストで効率良く
収容する光アクセス回線の実現が困難になる可能性が指摘されている。 

 あわせて、光コア回線についても、所要スペックが従来の光ファイバの容量限界に近づいてきている。 

光コア 光アクセス 無線アクセス 

出典：超高速フォトニックネットワーク開発推進協議会技術調査部会資料より作成 

従来の光ファイバの 
容量限界 

無線アクセス回線を 
収容するためには 
技術革新が必要 
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ネットワークインフラを保守・運用する人材の確保 8 

 我が国においては、生産年齢（15～64歳）人口が減少傾向で推移していくことが見込まれている。 

 中でも、ネットワークインフラの保守・運用に携わる人材を供給する電気通信工学系専攻の大学卒業者数
が、近年減少傾向で推移している。 

 これらのデータから、将来的には、ネットワークインフラを保守・運用する人材の確保が困難になっていくこ
とが予想される。 

出典：総務省統計局「日本の統計2016」 

(百万人) 

＜日本の人口の推移と将来人口＞ ＜電気通信工学系専攻の大学卒業者数の推移＞ 

(%) 

(年) 

0～14歳 

65歳以上 

15～64歳 

生産年齢(15～64歳)人口割合(右軸) 

出典：文部科学省「学校基本調査」 

(%) (人) 

全学部に占める電気通
信工学系専攻の大学卒
業者数の割合(右軸) 

電気通信工学系専攻の大学卒業者数 

(年) 



検討のイメージ 9 

 

(1) トラヒックの急増 （無線アクセスの高速化、 映像
サービス等への対応） 

   ⇒ 消費電力、設備スペースの増大 等 

(2) ＩＣＴサービスの高度化・多様化（5G、IoT等の本格
的普及への対応） 

   ⇒ ネットワークインフラのソフト化の進展 

(3) ネットワークインフラを保守・運用する人材の減少 

背景 

＜ネットワークインフラ(コア網)の進展イメージ(例)＞ 

 第5世代移動通信システム、IoTサービス、高精細な映像の配信等の進展が見込まれる2020年代後半以降
においても、爆発的に増大・多様化するトラヒックを安定的に流通させるネットワークインフラを実現・維持し
ていくためには、官民が連携して、将来を見据えたネットワーク技術の開発や環境整備等に取り組んでいくこ
とが必要不可欠。 

無線アクセス 

FTTH 
New RAT(5G等) 

光回線終端 

～2030年 
>100Tbps 

光リングネットワーク 

40T+bps 

WDM：波長分割多重 

～2020年 

光メッシュネットワーク 

現在 
8Tbps 

PON：光信号分岐 

スポットセル 

有線アクセス 

IoTサービス 

WDM 

(1) ネットワークインフラ技術の高度化 

(2) 技術基準等の制度的対応 

(3) その他 

検討の方向性(例) 

•400G/1T級大容量伝送 
•サービスに応じた柔軟なリソース割当て 
•障害に対する自己回復機能  ほか 


